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共通教育「化学」の現状の概観

梅本喜三郎・手塚洋・川崎貴史

自然科学系

1）共通教育負担の原則について

　まず，教養部解体にあたっての事情及び化学の共通教育の負担の原則を明確にしておく。

　旧教養部には5名の化学教官がいた。分属したポスト（教官定員）の数は理学部3，繊維

学部2であった。しかし，実際に分属した教官の数は，理学部3名，繊維学部1名，農学部

1名であった。農学部の1名は分属のポストで移行したのではない。農学部の臨増枠を利用

して農学部に移行したものである。繊維学部は空のポストを1個得たことになる。農学部が

この臨増枠を返還するまでは，農学部は共通教育に応分の義務を負うものとされた。しかし，

この教官が農学部で定員化され，農学部がこの臨増枠を返還すれぽ，農学部の共通教育の負

担は免責されるものとされた。

　以上の共通理解のもとで，共通教育の負担は講義及び実験ともに

　理学部　3／6
　繊維学部　2／6

　農学部　1／6
の比率とし，

農学部が共通教育の負担を免責された後は

　理学部　3／5
　繊維学部　2／5

の比率で担当する義務があるものとされた。講義も実験もこの比率で担当することになって

おり，今日まで，上記の負担の原則に変更は加えられていない。

2）化学実験について

　化学実験については，工学部から要望があり，また，教務補佐員が付けられる限り，今後

も，これまで通り「化学実験」を行っていくという方針が了承されている。

　ところが，平成10年度からの共通教育の抜本的見直しについての共通教育課程委員会ワー

キンググループにおいて，化学実験を高年次で行う。つまり，学部でおこなうということが

検討されはじめた。それに加えて，化学実験は，ゆくゆくは専門IIに位置づけるという方針

も浮上しているとも聞いている。また，上記のような問題がでてきてはいるが，平成10，11

年度は従来通りとすることが合意されているとも聞いている。化学実験の問題は，分科会で

も取り上げて検討すべきことであるが，いまだ，諮問は受けていない。もし，このような変

更が実施された場合どうなるか，問題点だけを指摘しておきたい。

i）専門IIにした場合の問題点

　専門Hということは共通教育ではなくなるということであり，現在おこなっている繊維学

部，工学部，医学部，理学部の化学実験はすべて各学部の責任でおこなうことになるという
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ことである。この場合，もっとも大きな影響を受けるのは医学部であろう。まず，実験室か

ら作らねぽなるまい。共通教育センターの実験室が借用できたとしても教務補佐員が付かな

い以上，準備はすべて医学部教官がやらねぽならない。それに加えて，実験室管理の義務を

負うことになる。

　化学実験については，各学部から要望があり，また，教務補佐員が付けられる限り，今後

もこれまで通り「化学実験」を行っていくという方針であったし，実際，教務補佐員が付く

限り，共通教育センターにおける共通教育としての化学実験の開講は，今後とも，全く問題

はないということは今でも変わらない。ただし，教務補佐員が付かなくなれぽ，学部の要望

があっても，共通教育としての化学実験の開講は即刻不可能となるということにも変わりは

ない。担当教官のみでは，あの膨大な準備と実験室の管理ができる訳がない。このことは教

養部解体時においても，実験担当者以外，どの学部にも意外と認識されていなかった。その

ため，教養部解体後の教務補佐員の確保に，当時の実験担当者（旧教養部化学教官）は大い

に苦労した。

ii）化学実験の高年次での開講

　化学実験の開講コマ数は，繊維i学部4コマ，医学部2コマ，工学部2コマ，理学部2コマ

のトータル10コマである。このうち6コマを理学部が担当し，4コマを繊維学部と農学部と

が分担して担当している。農学部の共通教育免責後は，繊維学部はこの4コマ全てを担当す

ることになっている。

　ある学部が自学部向けで自学部の教官が担当する実験コマを高年次に移した場合，専門1

として行うならぽ，依然として専門1の化学実験に関する責任が残ることになる。即ち，共

通教育センターの化学実験室の使用に関してできた空きに対して，どこかの学部または学科

が専門1での化学実験の開設を希望した場合，断る理由がないから，その実験の担当義務は

依然として残るのであり，自学部の化学実験を高年次に移してもかえって負担の増大を招く

ことになる。

　一方，自学部向けで自学部の教官が担当する実験コマを専門1として高年次に移した場合

は，上のような問題はなくなる代わりに，「責任コマ数」の捉えかたに関して，共通教育の

根源に関わる問題が生じる。各学部・学科が自学部・自学科向けの専門1を多数開設して責

任コマ数を果たしているとし，これらの開設科目を自学部・自学科の高年次に移してもよい

とされるならぽ，共通教育は，たちまち破綻をきたすのは明かである。

　共通教育に関する負担の義務とは，教養部解体にあたって，その学部に教官定員が移動し

たことにより生じた義務である。自学部の学生が受講しているから，その学部の負担義務が

存在するのではない。化学実験に関しても，我々には，自分が担当するコマだけに義務があ

るわけではなく，化学実験全体のマネジメントにも責任があり，共通教育としての化学実験

が滞りなく行いうるよう協力する義務があることを，再認識する必要がある。

3）講義について

　化学実験以外の共通教育の化学は基幹科目が少なく，学部指定の専門1が多い。これは理

系学部が化学を専門基礎として位置づけていることにほかならず，その認識は従来の教養部

時代と変わってはいないと言える。

　授業内容については，シラバスで伺い知る程度であるが，自学部の学生を担当している場
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合は，学部・学科の専門教育に必要な基礎知識の修得を意図した組立になってきている。明

らかに，学部の4年一貫教育が意識されている。

　従来なら，総合大学の一般教養化学の内容は，教養教育の理念に基づくアカデミックなも

のであり，それこそ共通教育として，全国的にもある基準ができていた。教科書の内容も類

似しており，教科書が活用できた。最近は高校での理系科目の学習が不十分で，大学の化学

を学ぶ準備ができていない学生が増えてきており，教科書が使いにくくなった。

　一般に，受験科目として選択しなかった科目に関しては，高校レベルの知識にも欠けてい

る学生が目立つようになった。化学の学習が不十分な学生は，数学や物理の予備知識にも同

様に欠けている。このような学生のなかには，勉学意欲の低い者が少なくない。また，落第

というハードルがなくなったので，学生の勉学態度に真剣さが薄れてきた。その一方では，

高校の理系科目は十分に勉強し，勉学意欲もある学生も少なくはない。このような学生がい

る以上，大学の理系学部で，しかも，専門1に位置づけられる科目が，高校程度のレベルで

あったり，お茶の間教養番組的なものであってよい訳がない。

　補習教育の必要性が話題に上がっているが，勉学意欲に欠ける学生にとっては，アカデミ

ックな内容での補習教育の効果は期待できないであろう。このような学生には，本人の選択

にかなった学部独自の「役にたつ」専門教育を始める専門コースをクサビ型として導入し，

従来型のアカデミックな化学は，選択制にすることが必要なのかも知れない。これらの問題

を含めて，学生のニーズ（この言葉の意味がよく分からない。一応，学生の興味と学力にか

なったと理解しておく）に応えた授業の在り方とか基準とかについて，担当者の間で話し合

いがおこなわれたことはない。そもそも，各学部4－6年一貫教育の立場からすれぽ，共通

教育としての専門1の授業内容の基準設定を学部横断的に行うことなどは，無意味なことか

も知れない。専門1と位置づけられている講義は，共通教育とはいえ，各学部の特徴が反映

された内容になるのは当然のことと思われる。

4）補習教育について

　従来の教養課程の授業のレベルを共通教育における専門1として維持しようと思えば，補

習教育の必要性は年々高まって来ていると言える。補習教育のためのコマを新設して，これ

を共通教育として学部横断的に開講することも考えられるが，補習授業のコマ数を現状に上

乗せすることは，共通教育担当の教官数が現状のままでは困難である。また，一［］に補習教

育と言っても，その必要性も内容も学部や学科によって異なるであろう。各学部4－6年一

貫教育の立場から各学部で対応することになろうかと思われる。補習教育にテイーチγグア

シスタントをあてることを考えている学部もあるということである。

　今年度から，一部の理系科目で補習教育付きの入門コースが設定された学部があるが，こ

の場合も補習教育はその学部で対応している。入門コースとはいえ，補習教育が付いている

だけであり，到達レベルは従来コースと同じに設定されている。補習教育はあくまで補習教

育であり，専門1の単位に代わるものではないことを明確にすべきである。

5）共通教育とは

　再び化学実験の話しに戻る。今，共通教育の化学の講義が学部専門色を強めていく中で，

最も共通教育的な色彩を残しているのが化学実験である。

　旧教養部ができた時，教養部で学生実験を行うことが統合の条件になっていた。しかし，
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教養部解体にあたっては，学生実験を継続して行うことは解体の条件にはなっていなかった。

「化学実験については，各学部から要望があり，また，教務補佐員が付けられる限り，今後

も，これまで通り化学実験を行っていくという方針が了承された」だけである。このことは，

教務補佐員が付けられない場合は化学実験は即取りやめということであり，そのことをはっ

きりと確認するとともに，「化学実験が共通教育として必要かどうか」ということが改めて

問われることになるであろう。

　化学のように応用範囲の広がりつつある教科では，専門志向の強い学部では，1年次教育

の内容は，従来のアカデミックな：ものとは異なるものを想定しているとしてもおかしくはな

い。現に，シラバスをみてもこのことは読み取れるし，また，他学部教官担当の授業内容に

関しても，自学部の学生にはこれこれの内容が欲しいという注文も聞こえ始めている。その

ような注文に，他学部の教官が十分に応えるのは難しい場合もでてくるであろう。その一方

では，他学部の教官の担当は，むしろ，肌合いの異なる学部との交流の一貫として，総合大

学の利点として評価する声もある。

　共通教育の理念はいまでも明確ではない。共通教育の共通という言葉の中に，具体的には

一体何を盛り込めばよいのか，授業担当者の間で意見交換の機会がなければならないであろ

う。共通教育の化学の問題点も，共通教育の理念がいまだ確立されていない点に集約されそ

うである。

［追記］

　この文は，教育システム研究開発センター長の要請で，過去2年間の共通教育化学の現状

を急遽まとめたものである。これは，化学分科会からの報告ではないことをことわっておく。

分科会は今年度，委員が交替したぽかりであり，経験も浅く，分科会としての報告を作成す

る時間などとれようもない状況下であった。しかし，この企画は，始めから無理を承知の企

画でもあり，いかなる視座で捉えても，また，個人的な見解でもかまわないとのことで，今

年度幹事の梅本が引き受けた。さりとて，経験も浅い梅本が，短時問で2年問の共通教育化

学の在り方を纏めることなど，到底不可能であった。それ故，過去2年問分科会幹事や専門

委員を務め，さらには，今年度からも継続して分科会専門委員を務めて頂いている川崎貴史

教授及び手塚洋教授にも執筆に加わって頂いた。問題点は率直に記述したので，不都合な文

面もあることとは思われるが，どうかご容赦願いたい。　　　（追記文責　梅本　喜三郎）


